
大正１２年 旧少年法，矯正院法に基づく少年院設置

（１９２３年） （多摩少年院・浪速少年院）

昭和２４年 少年観護所及び少年鑑別所誕生 新生少年院誕生
（１９４９年） ○少年観護所及び少年鑑別所処遇規則が公布。 ○新少年法・少年院法施行

・収容して矯正教育を行うことを目的として明記
・種別の制定（初等・中等・特別・医療）　など

　　
昭和２５年 少年保護鑑別所に改称 実験施設の指定 ○矯正保護研修所設置（S25）
（１９５０年） ○少年観護所と少年鑑別所とが統合。 ○職業補導重点施設，生活指導重点施設， ○少年院収容人員第１のピーク

   教科重点施設をそれぞれ指定。 　新収容人員 　一日平均
１１，３３３人（S26） １０，８１５人（S27）
○少年鑑別所年間新収容人員のピーク
新収容人員 一日平均
４０，８２０人（S２６） ２，１３０人
○心理６級職（現在の国家Ⅰ種）
合格者の採用開始（S26）
○矯正心理研究会
（後の日本犯罪心理学会）発足（S26）

昭和２７年 少年鑑別所に改称
（１９５２年）

昭和３３年 生活指導の基本的指針策定
（１９５８年） ○矯正局長通達

　「少年院における生活指導の充実について」

昭和３５年 治療的・教育的処遇の推進
（１９６１年） ○所内生活の日課の中に，貼り絵，合唱，集団討議等の

   治療技法が組み込まれ始める。
昭和３７年 少年院特殊化構想試案
（１９６２年）　 ○短期訓練重点施設，職業訓練重点施設， ○日本犯罪心理学会設立（S38）

   生活指導重点施設，教科重点施設，体育重点施設，○矯正教育研究会
   治療的処遇重点施設等を指定。 （後の日本矯正教育学会）発足（S39）

昭和４０年 少年鑑別所標準運営第一次試行が行われる。 ○矯正保護上級職員採用試験
（１９６５年） （静岡，大阪，広島，鹿児島，徳島の５庁） （現在の国家Ⅰ種人間科学Ⅱ区分

試験）開始(S40）

昭和４２年 法務省式人格目録（MJPI）が完成
（１９６７年） （その他，法務省式心理検査として，

法務省式文章完成法（S40），法務省式態度検査（S40），
法務省式運転態度検査（H7）が開発される。）
少年鑑別所標準運営第二次試行が行われる。
（静岡，大阪，神戸，山口，小倉，長崎，旭川，徳島の８庁）

昭和４４年 ○交通短期処遇を順次開始。
（１９６９年）

昭和４６年 鑑別業務充実化作業開始 少年院における教育訓練要領案
（１９７１年） ○少年鑑別所の当面する鑑別業務上の ○短期処遇，義務教育，高校教育，職業訓練，

   基本的事項について総合的な見地から検討する。    職業指導，生活指導等のモデル提示。

○少年院収容人員減少
　新収容人員 　一日平均
１，９６９人（S49） ２，５１５人（S49）

昭和５２年 少年院運営改善 ○少年鑑別所新収容人員減少
（１９７７年） ○矯正局長依命通達「少年院の運営について」 新収容人員 一日平均

10，410人（S49） ５９３人（S４９）

昭和５３年 少年鑑別所における探索処遇の推進
（１９７８年） ○治療的・教育的処遇の見直しの上に立ち，

　“処遇に役立つ鑑別”を推進するために，
　探索処遇に各少年鑑別所が取り組む。
○試行庁８庁指定
　（前橋，大阪，名古屋，岡山，熊本，仙台，旭川，徳島
　の８庁）

昭和５５年 教育課程と成績評価基準等の整備
（１９８０年） ○矯正局長通達

   「少年院における教育課程の編成及び
   その運営について」
○矯正局長通達「少年院成績評価基準について」

昭和６１年 鑑別結果通知書の様式改正
（１９８６年） ○事務次官通達「鑑別結果通知書の様式改正について」

　 発出。現行鑑別結果通知書様式となる。
○職員に「専門官制」の導入（S63）

少年矯正のあゆみ

少年院の主な制度上の動き その他の動きなど少年鑑別所の主な制度上の動き

〈基本方針〉

○施設内処遇と施設外処遇の有機的一体化

○処遇の個別化と収容期間の弾力化

○施設の特色化

○関係諸機関，地域社会との連絡協調

○短期処遇の設置

　一般短期処遇，交通短期処遇

○長期処遇に処遇課程を設置

　生活指導課程，職業訓練課程，

  教科教育課程，特殊教育課程，

  医療措置課程



平成３年 収容鑑別の標準化 短期処遇の改編
（１９９１年） ○矯正局長通達「収容鑑別の基準について」

平成５年 長期処遇の改編
（１９９３年）

○「児童の権利に関する条約」批准（H６）
平成７年 震災下の心理相談活動 ○少年院収容人員減少
（１９９５年） ○神戸少年鑑別所における実践。 新収容人員 一日平均

３，８２８人（H７） ２，８４７人（H７）

平成８年 教育課程運用の充実 ○A種認定鑑別技官選考採用に
（１９９６年） ○矯正局長通達 一括試験方式導入（H８）

　 「少年院における教育課程の編成，
   実施及び評価の基準について」

平成９年 長期処遇の一部見直し ○神戸連続児童殺傷事件（H９）
（１９９７年） ○生活訓練課程（Ｇ３）の設置。

○収容期間の弾力化措置。

平成１０年 少年鑑別所施設改善委員会発足
（１９９８年）

○少年院収容人員第３のピーク
　新収容人員 一日平均
６，０５２人（H１２） ４，５２８人（H１２）

平成１３年 ○少年法等の一部改正 ○少年法等の一部改正
（２００１年） ・観護措置の期間の延長（最長８週間を限度に延長可能に） ・刑事処分可能年齢の引下げ

・重大事件の原則検察官送致
・観護措置決定等に対する異議申立制度など ○少年鑑別所収容人員第３のピーク
観護処遇の標準化 新収容人員 一日平均
○各矯正管区における観護処遇基準要綱，各施設に 23，063人（H１５） 1，485人（H１５）
   おける内規見直し。

平成１６年 「被害者の視点を取り入れた教育」の充実
（２００４年） ○有識者等による同教育研究会の開催

○犯罪被害者等基本法施行（H１７）

平成１８年 就労支援の充実
（２００６年） ○矯正局長通達

   「釈放予定受刑者及び少年院出院予定者
   に対する就労支援について」
○矯正局長通達
  「在院者から院長に対して自己が受けた処遇又は
  一身上の事情に関する申立てがなされた
  場合の取扱い等について」

平成１９年 ○少年法等の一部改正 ○刑事収容施設法施行（H１９）
（２００７年） ・少年院収容下限年齢の引下げ

・保護者に対する措置の明文化
・処遇の個別化理念の明文化

一般短期処遇の再編

○被害者等通知制度の少年への拡充
　
就学支援の充実
○「刑事施設又は少年院における高等学校
   卒業程度認定試験及び就学業務猶予免除者等の
   中学校卒業程度認定
   試験について」

平成２０年 ○少年法等の一部改正 ○更生保護法施行（H２０）
（２００８年）    被害者審判傍聴制度，審判状況説明制度等新設。

一般少年鑑別の標準化
○各施設における内規見直し。

少年鑑別所における「育成的処遇」の充実
○少年矯正課長通知「少年鑑別所における健全育成を
   考慮した処遇について」の発出。
法務省式リスクアセスメントツール開発作業開始

平成２１年 不服申立制度の創設
（２００９年） ○法務大臣訓令「少年院在院者の苦情の

   申出に関する訓令」

○「少年矯正を考える有識者会議」設置。

平成２２年 少年鑑別所長に対する申立制度の創設
（２０１０年） ○矯正局長通達「在所者による少年鑑別所長に対する

   申立ての取扱いについて」。

○特修短期処遇設置

（交通短期処遇を発展的に改編）

○一般短期処遇に処遇課程を設置

（教科教育課程，進路指導課程，職業指導課程）

○資質鑑別を行う際の留意すべき基本事項の明文化

○「探索処遇」を「意図的行動観察」とし，収容鑑別
における行動観察の位置づけを明確にした

○生活訓練課程の設置
　（外国人対象の課程（Ｇ２）を含む。）
○職業能力開発課程の設置
　（職業訓練課程を改編）

○生活訓練課程の設置
　（外国人対象の課程（Ｇ２）を含む。）
○職業能力開発課程の設置
　（職業訓練課程を改編）


